
新・公立義務教育諸学校教職員定数改善計画（案）
～３０年ぶりの４０人学級の見直し・１０年ぶりの教職員定数改善計画の策定に向けて～

平成２２年８月２７日 文部科学省

「強い人材」の実現は、成長の原動力としての未来への投資。 世界最高水準の教育力
を目指し、新学習指導要領の円滑な実施や教員が子どもと向き合う時間の確保による
質の高い教育の実現が急務。

このため、３０年ぶりに４０人学級を見直し、３５・３０人学級の実現など１０年ぶりの
新たな教職員定数改善計画を策定。

Ⅰ 少人数学級（３５・３０人学級）の推進等 【平成２３年度から３０年度までの８ヵ年計画】

（１） 小学校全学年で３５人学級を実現 （Ｈ２３年度～２７年度の５ヵ年計画）

（２） 中学校全学年で３５人学級を実現 （Ｈ２６年度～２８年度の３ヵ年計画）

（３） 小学校１・２年生で３０人学級を実現 (Ｈ２９年度、３０年度の２ヵ年）

（４） 副校長・教頭、生徒指導担当教員及び事務職員の配置の充実
（５） 小学校の複式学級に係る学級編制標準の引下げ、中学校の複式学級の解消 (Ｈ２４年度）

改 善 事 項 改善総数 改 善 の 目 的 ・ 内 容 等 23年度要求数

人 人

３５・３０人学級の推進 ４６，５００ ７，８００

○３５人学級(小学校全学年) （２２，８３０） （７，８００）

○３５人学級(中学校全学年) （１５，０７０） （－）

○３０人学級(小学校1・2年) （８，６００） （－）

３５・３０人学級の実施に伴う ３，９００ ５００

教職員配置の充実

○副校長・教頭の配置の充実 （１，３４０） ・副校長の配置促進による学校運営体制の整備 （２２０）

○生徒指導(進路指導)担当 （９９０） ・複雑多様化する生徒指導への対応や中学校における （６０）

教員の配置の充実 キャリア教育・進路指導の充実

○事務職員の配置の充実 （１，５７０） ・事務職員の複数配置による学校事務処理体制の充実 （２２０）

小 学 校 の 複 式 学 級 に 係 る １，４００ （－）

学 級 編 制 標 準 の 引 下 げ 、
中学校の複式学級の解消

○小学校 （１，０００） ・小学校：１６人→１４人（小１を含む場合：８人→６人） （－）

○中学校 （４００） ・中学校：８人→解消 （－）

計 ５１，８００ ８，３００

（注） 少人数学級（35・30人学級）の推進等には、51,800人の定数増が必要となるが、今後８年間に、児童生
徒数の減少に伴う定数の自然減や定年退職者の増加に伴う教員の平均年齢低下による給与減等が見
込まれており、これらの財源を活用することにより、可能な限り追加財政負担を伴わないよう努力。

（参考） 年度別改善数・自然減

年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 計

改 善 増 8,300人 5,400人 4,100人 9,400人 9,800人 5,400人 4,700人 4,700人 51,800人

自 然 減 ▲2,000人 ▲4,900人 ▲3,300人 ▲4,000人 ▲3,800人 ▲4,400人 ▲5,100人 ▲4,900人 ▲32,400人

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

小１
小２

小３ 小４ 小５ 小６ － 小１ 小２

－ － － 中１ 中２ 中３ － －

４０人 ⇒ ３５人 ３５人 ⇒ ３０人



Ⅱ 教職員配置の改善 【平成２６年度から３０年度までの５ヵ年計画】

※ 平成２６年度以降の改善増に必要となる恒久的な財源確保について理解を得ることが必要

改 善 事 項 改善総数 改 善 の 目 的 ・ 内 容 等 23年度要求数

人 人

（1) 教育水準向上のための ２４，８００ ・授業時数や指導内容が増加する新学習指導要領 －

基礎定数の充実 への対応
※基礎定数…学校数や学級数等に応じ ・小学校における理科等の専科教育の充実

て算定される定数 ・学校マネジメント機能や読書活動の充実

（2） 生徒指導(進路指導) ２，１００ ・複雑多様化する生徒指導への対応や中学校に －

担当教員の配置改善 おけるキャリア教育・進路指導の充実

（3） 養護教諭の配置改善 １，６００ ・児童生徒の心身両面の支援 －

（4） 栄養教諭の配置改善 ９００ ・栄養教諭の配置促進による食育の充実 －

（5） 特別支援教育コーディ ８００ ・特別支援教育コーディネーターの配置促進による －

ネーターの配置改善 特別支援学校のセンター的機能の充実

（6） 障害のある児童生徒 ５，０００ ・近年顕著な増加傾向にある通級指導を必要とする －

への通級指導の充実 児童生徒への対応

（7） 外国人児童生徒への １，５００ ・日本語指導を必要とする外国人児童生徒への対応 －

日本語指導の充実

（8） 教員研修の充実 ３，３００ ・資質能力の向上のための教員研修の充実 －

計 ４０，０００ －

Ⅲ 柔軟な学級編制実施のための制度改正

・ 小・中学校の設置者である市町村が、地域の実情に応じ、柔軟な学級編制を実施する
ことができるよう、学級編制に係る権限を見直す。

・ また、画一的な取扱いにより学級規模が小さくなりすぎないよう、弾力的な学級編制を
実施することができる仕組みを導入。




